
議  第  １９  号   

令和４年３月２４日提出   

 

熊本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例第１９条の

規定に基づく教育委員会が給与を定める職員等に関する規則の一部改

正について 

 

熊本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例第１９条の規定に基づく

教育委員会が給与を定める職員等に関する規則の一部を次のように改正したいので議

決を求める。 

 

  熊本市教育長  遠 藤 洋 路   

 

熊本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例第１９条の規定に

基づく教育委員会が給与を定める職員等に関する規則の一部を改正する規則 

 

熊本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例第１９条の規定に基づく

教育委員会が給与を定める職員等に関する規則（令和２年教育委員会規則第８号）の

一部を次のように改正する。 

 

 第２条第４項中「「教育委員会」を「、「教育委員会」に改める。 

別表第１に次のように加える。 

児童育成クラブ主任支援会計年度任用職員 

児童育成クラブ支援会計年度任用職員 

児童育成クラブ補助支援会計年度任用職員 

児童育成クラブ特別加配専門支援会計年度任用職員 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の別表第１の規定は、令

和４年２月１日から適用する。 
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（提出理由） 

児童育成クラブに勤務する会計年度任用職員を熊本市会計年度任用職員の給与

及び費用弁償に関する条例（令和元年条例第１５号）第１９条に規定する職務の特

殊性その他特別の事由を考慮し特に必要と認める会計年度任用職員として定める等

のため、所要の改正を行う必要があることから、熊本市教育委員会教育長事務委任

等規則（昭和２７年教育委員会規則第６号）第１条第８号の規定に基づき、議決を

求めるものである。 

  これが、この議案を提出する理由である。 
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熊本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例第19条の規定に基づく教育委員会が給与を定める

職員等に関する規則（令和２年教育委員会規則第８号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

○熊本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関

する条例第１９条の規定に基づく教育委員会が給与

を定める職員等に関する規則〔教職員課〕 

○熊本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関

する条例第１９条の規定に基づく教育委員会が給与

を定める職員等に関する規則〔教職員課〕 

令和２年４月１日 令和２年４月１日 

教委規則第８号 教委規則第８号 

（教育委員会が給与を定める会計年度任用職員及

びその給与） 

（教育委員会が給与を定める会計年度任用職員及

びその給与） 

第２条 条例第１９条の特に必要と認める会計年度

任用職員は、別表第１及び別表第２に掲げる職員

とする。 

第２条 条例第１９条の特に必要と認める会計年度

任用職員は、別表第１及び別表第２に掲げる職員

とする。 

２ 別表第１に掲げる職員の給与については、条例

第２条、第６条、第７条、第９条から第１８条ま

で、第２０条及び第２１条の規定を適用する。 

２ 別表第１に掲げる職員の給与については、条例

第２条、第６条、第７条、第９条から第１８条ま

で、第２０条及び第２１条の規定を適用する。 

３ 別表第２に掲げる職員の給与については、条例

第２条（期末手当を除く。）、第６条、第９条か

ら第１６条まで、第１８条、第２０条及び第２１

条の規定を適用する。 

３ 別表第２に掲げる職員の給与については、条例

第２条（期末手当を除く。）、第６条、第９条か

ら第１６条まで、第１８条、第２０条及び第２１

条の規定を適用する。 

４ 前２項の場合において、条例第１５条第１号中

「第８条第１項の規定により算定して得た額」と

あり、同条第２号中「第８条第２項の規定により

算定して得た額」とあり、及び同条第３号中「第

８条第３項の規定により算定して得た額」とある

のは、「教育委員会が定める額」と読み替えるも

のとする。 

４ 前２項の場合において、条例第１５条第１号中

「第８条第１項の規定により算定して得た額」と

あり、同条第２号中「第８条第２項の規定により

算定して得た額」とあり、及び同条第３号中「第

８条第３項の規定により算定して得た額」とある

のは 「教育委員会が定める額」と読み替えるも

のとする。 

５ 別表第１又は別表第２に掲げる職員の給料又は

報酬の額は、教育委員会が定める。 

５ 別表第１又は別表第２に掲げる職員の給料又は

報酬の額は、教育委員会が定める。 

６ 前項の職員が公務のため旅行するときに支給す

る旅費は、熊本市職員等の旅費支給に関する条例

（昭和３３年条例第２２号）別表第１に規定する

区分（３号区分に限る。）の適用を受ける常勤職

員の例による。 

６ 前項の職員が公務のため旅行するときに支給す

る旅費は、熊本市職員等の旅費支給に関する条例

（昭和３３年条例第２２号）別表第１に規定する

区分（３号区分に限る。）の適用を受ける常勤職

員の例による。 

  

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

区分 

学力向上支援員 

区分 

学力向上支援員 
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非常勤講師 

スクールカウンセラー 

スクールソーシャルワーカー 

心のサポート相談員 

熊本市立中学校部活動指導員 

授業力向上教科等支援会計年度任用職員 

児童育成クラブ主任支援会計年度任用職員 

児童育成クラブ支援会計年度任用職員 

児童育成クラブ補助支援会計年度任用職員 

児童育成クラブ特別加配専門支援会計年度任用職員 
 

非常勤講師 

スクールカウンセラー 

スクールソーシャルワーカー 

心のサポート相談員 

熊本市立中学校部活動指導員 

授業力向上教科等支援会計年度任用職員 

【追加】 

【追加】 

【追加】 

【追加】 
 

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係） 

【略】 【略】 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の別表第１の規定は、令和４年２月１日から適

用する。 
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「熊本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例第19条の規定に基づ

く教育委員会が給与を定める職員等に関する規則の一部を改正する規則」の概要

について 

 

＜改正点＞ 

（１） 別表１に、児童育成クラブに勤務する会計年度任用職員である児童育成クラブ主任支援会

計年度任用職員等を追加。 

 

 

 ・国の「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」として、看護職、介護職、保育士等の処

遇改善が図られることとなり、本市の運営する児童育成クラブの支援員についても実施予定。 

 ・現在適用している給料表の月額の変更が必要。 

  ※改善月額 月給の支援員 月３，５００円程度（平均報酬月額１１７，８００円×３％） 

 

 

・これまで、「熊本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例」及び「熊本市業務職

員の給与の種類及び基準を定める条例」に規定の給料表を適用。 

・同給料表を変更する場合は、同じ給料表の適用を受ける他の職種（保育士、技能労務士等）

が影響を受けるため、各任命権者（教育委員会）で児童育成クラブ支援員の給与を定める必

要がある。 

・「熊本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例」の規定にかかわらず、職務の特

殊性その他特別の事由を考慮し特に必要と認める会計年度任用職員については、各任命権者

が給与を定めることができると、同条例第１９条に規定がある。 

・この教育委員会規則の別表に、「条例第１９条の特に必要と認める会計年度任用職員」として、

児童育成クラブ支援員を規定し、教育委員会が給与を定める対象者とする。 

・なお、給料（報酬）の額はそれぞれの会計年度任用職員設置要綱にて規定しているため、別

途、「児童育成クラブ主任支援会計年度任用職員設置要綱」「児童育成クラブ支援会計年度任

用職員等設置要綱」を改正予定。 

（２） 字句の修正 

適切な字句に修正するもの 

（３） 実施時期 

公布の日から施行し、令和4年２月１日から適用 

児童育成クラブ支援員の報酬月額３％の処遇改善を２月分から実施予定 

 

 

 

児童育成クラブの支援員の給与を各任命権者（教育委員会）で規定することが必要 
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